
東京都千代田区丸の内一丁目３番３号
みずほ信託銀⾏株式会社
取締役社⻑ 笹田 賢一

（単位︓百万円）

1,001,529 1,882,724
現 ⾦ 2,117 当 座 預 ⾦ 58,621
預 け ⾦ 999,411 普 通 預 ⾦ 625,380

19,715 通 知 預 ⾦ 2,690
13,268 定 期 預 ⾦ 1,170,675
34,778 そ の 他 の 預 ⾦ 25,357

357,003 341,210
国 債 98,720 6,755
社 債 53,791 495,000
株 式 181,788 借 入 ⾦ 495,000
そ の 他 の 証 券 22,702 950,946

2,575,265 85,865
割 引 手 形 75 未 決 済 為 替 借 25
手 形 貸 付 7,658 未 払 法 人 税 等 18,635
証 書 貸 付 2,320,987 未 払 費 用 10,498
当 座 貸 越 246,544 前 受 収 益 359

8,743 ⾦ 融 派 生 商 品 27,369
外 国 他 店 預 け 8,743 ⾦ 融 商 品 等 受 入 担 保 ⾦ 13,605

176,563 資 産 除 去 債 務 880
未 決 済 為 替 貸 3 そ の 他 の 負 債 14,488
前 払 費 用 2,972 8,292
未 収 収 益 25,288 239
⾦ 融 派 生 商 品 55,937 331
そ の 他 の 資 産 92,361 22,710

89,112 7,775
建 物 24,938 3,801,850
土 地 60,737
建 設 仮 勘 定 1 247,369
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 3,435 15,505

8,130 15,505
ソ フ ト ウ ェ ア 6,821 292,521
の れ ん 140 171,524
そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 1,167 120,997

73,221 繰 越 利 益 剰 余 ⾦ 120,997
7,775 △79,999

△6,899 475,396
74,560
6,400

80,960
556,357

4,358,208 4,358,208資 産 の 部 合 計

そ の 他 資 産

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

資 本 ⾦
資 本 剰 余 ⾦

資 本 準 備 ⾦

支 払 承 諾
負 債 の 部 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

賞 与 引 当 ⾦
変 動 報 酬 引 当 ⾦
睡 眠 預 ⾦ 払 戻 損 失 引 当 ⾦

前 払 年 ⾦ 費 用

純 資 産 の 部 合 計

自 己 株 式

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

繰 延 税 ⾦ 負 債

利 益 剰 余 ⾦
利 益 準 備 ⾦
そ の 他 利 益 剰 余 ⾦

株 主 資 本 合 計
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 ⾦

貸 倒 引 当 ⾦

外 国 為 替

⾦ 銭 の 信 託
有 価 証 券

支 払 承 諾 ⾒ 返

無 形 固 定 資 産

コ ー ル マ ネ ー

信 託 勘 定 借

買 入 ⾦ 銭 債 権

有 形 固 定 資 産
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貸借対照表（2025年３⽉31⽇現在）

そ の 他 負 債貸 出 ⾦

譲 渡 性 預 ⾦

借 用 ⾦

現 ⾦ 預 け ⾦ 預 ⾦

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 ⾦

⾦      額
（ 負 債 の 部 ）（ 資 産 の 部 ）

科            目 ⾦      額 科            目



 2024年４⽉１⽇ から
 2025年３⽉31⽇ まで

(単位︓百万円)

199,523
62,691
45,028

貸 出 ⾦ 利 息 22,623
有 価 証 券 利 息 配 当 ⾦ 6,244
債 券 貸 借 取 引 受 入 利 息 345
預 け ⾦ 利 息 3,475
⾦ 利 ス ワ ッ プ 受 入 利 息 12,239
そ の 他 の 受 入 利 息 101

72,997
受 入 為 替 手 数 料 197
そ の 他 の 役 務 収 益 72,800

691
外 国 為 替 売 買 益 6
国 債 等 債 券 売 却 益 7
⾦ 融 派 生 商 品 収 益 677

18,114
償 却 債 権 取 ⽴ 益 0
株 式 等 売 却 益 16,023
⾦ 銭 の 信 託 運 用 益 1,068
そ の 他 の 経 常 収 益 1,023

132,696
10,889

預 ⾦ 利 息 2,279
譲 渡 性 預 ⾦ 利 息 517
コ － ル マ ネ － 利 息 483
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 11
借 用 ⾦ 利 息 2,277
そ の 他 の 支 払 利 息 5,320

34,400
支 払 為 替 手 数 料 325
そ の 他 の 役 務 費 用 34,074

18
国 債 等 債 券 売 却 損 9
そ の 他 の 業 務 費 用 9

82,003
5,384

貸 倒 引 当 ⾦ 繰 入 額 1,748
株 式 等 売 却 損 1,027
株 式 等 償 却 24
そ の 他 の 経 常 費 用 2,584

66,826
6,909

291
6,618
5,676

941
12,536

459
12,077

61,200
23,566

△ 8,173
15,392
45,807

経 常 収 益

損益計算書

資 ⾦ 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

⾦     額科            目

信 託 報 酬

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用
資 ⾦ 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費
そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益
特 別 利 益

そ の 他 の 特 別 利 益
固 定 資 産 処 分 益

法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計

退 職 給 付 信 託 返 還 益
過 去 勤 務 費 用 処 理 額

当 期 純 利 益

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損

税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税 、 住 ⺠ 税 及 び 事 業 税

減 損 損 失



記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

重要な会計方針 

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価は、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による

原価法、その他有価証券については時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし市場

価格のない株式等については移動平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、時価ヘッジの適用により損益に反映させた額

を除き、全部純資産直入法により処理しております。 

（２）金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、上記（１）と同じ方法によ

り行っております。 

２．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

３．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

有形固定資産は、建物については定額法を採用し、その他については定率法を採用しており

ます。 

また、主な耐用年数は次の通りであります。 

建 物： ３年～50年

その他： ２年～20年

（２）無形固定資産 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについて

は、行内における利用可能期間（主として５年～10年）に基づいて償却しております。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、取得時の為替相場による円換算額を付す子会社・子法人等株式を除き、

主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

５．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

貸倒引当金は、あらかじめ定めている償却・引当基準に則り、次の通り計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という）に

係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という）に係る債権につい

ては、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及

び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻

の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」

という）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能

見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上

しております。 

破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のう

ち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることが

できる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率等で割引

いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）に

より計上しております。また、当該大口債務者のうち、将来キャッシュ・フローを合理的に見

積もることが困難な債務者に対する債権については、個別的に算定した予想損失額を計上して



おります。 

上記以外の債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想損失額

を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績又は倒産実績を基礎と

した貸倒実績率又は倒産確率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに

将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部

署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評

価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額

から直接減額しており、その金額は233百万円であります。 

（２）賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額の

うち、当事業年度に帰属する額を計上しております。 

（３）変動報酬引当金 

変動報酬引当金は、当行の役員及び常務執行役員に対する報酬のうち変動報酬として支給す

る業績給及び株式報酬の支払いに備えるため、当事業年度の変動報酬に係る基準額に基づく支

給見込額を計上しております。 

（４）退職給付引当金 

退職給付引当金（含む前払年金費用）は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認

められる額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事

業年度末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。なお、過

去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処理方法は次の通りであります。 

過去勤務費用：その発生事業年度に一時損益処理 

数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理 

（５）偶発損失引当金 

偶発損失引当金は、他の引当金で引当対象とした事象以外の偶発事象に対し、将来発生する

可能性のある損失を見積り必要と認められる額を計上しております。 

（６）睡眠預金払戻損失引当金 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備

えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 

６．収益の計上方法 

証券関連業務手数料には、主に売買委託手数料及び事務代行手数料が含まれております。売買

委託手数料には、投資信託の販売手数料が含まれており、顧客との取引日の時点で認識されます。

事務代行手数料には、投資信託の記録管理等の事務処理に係る手数料が含まれており、関連する

サービスが提供されている期間にわたり認識されます。 

預金・貸出業務手数料には、預金関連業務手数料及び貸出関連業務手数料が含まれております。

預金関連業務手数料は収益認識会計基準の対象ですが、コミットメント手数料やアレンジメント

手数料などの貸出関連業務手数料の大部分は、収益認識会計基準の対象外です。預金関連業務手

数料には、口座振替に係る手数料等が含まれており、顧客との取引日の時点、又は関連するサー

ビスが提供された時点で認識されます。 

信託関連業務には、主に不動産媒介の手数料や不動産の相談手数料、証券代行関連手数料、遺

言手数料が含まれております。不動産媒介の手数料は、不動産等の媒介に係るサービスの対価と

して受領する手数料であり、原則として対象不動産又は信託受益権の売買契約締結時に認識され



ます。不動産の相談手数料は、不動産のコンサルティング等に係るサービスの対価として受領す

る手数料であり、関連するサービスが提供された時点、又は関連するサービスが提供されている

期間にわたり認識されます。証券代行関連手数料は、証券代行業務及び付随するサービスの対価

として受領する手数料であり、関連するサービスが提供された時点、又は関連するサービスが提

供されている期間にわたり認識されます。遺言手数料は、遺言の執行受託や遺産整理等の役務の

提供の対価として受領する手数料であり、関連するサービスが提供された時点、又は関連するサ

ービスが提供されている期間にわたり認識されます。 

代理業務手数料には、株式等の常任代理業務手数料が含まれており、関連するサービスが提供

されている期間にわたり認識されます。 

その他の役務収益には、SPC事務の受任手数料、年金関連手数料、生命保険の販売手数料等が

含まれております。SPC事務の受任手数料は、SPC事務に係るサービスの対価として受領する手数

料であり、契約時点や契約書で定められた業務の完了時点、又は関連するサービスが提供されて

いる期間にわたり認識されます。年金関連手数料は、年金関連の投資顧問に係るサービスの対価

として受領する手数料が主なものであり、主に関連するサービスが提供されている期間にわたり

認識されます。生命保険の販売手数料は、保険商品の販売の対価として収受し、顧客との取引日

の時点で認識されます。 

信託報酬には、主に委託者から信託された財産の管理、運用等のサービス提供の対価として受

領する手数料が含まれており、信託設定時点や契約書で定められた業務の完了時点、又は関連す

るサービスが提供されている期間にわたり認識されます。 

７．ヘッジ会計の方法 

（１）金利リスク・ヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクのヘッジ取引に対するヘッジ会計の方法として、繰延

ヘッジを適用しております。 

小口多数の金銭債権債務に対する包括ヘッジについて、「銀行業における金融商品会計基準

適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第24号 

2022年３月17日。以下「業種別委員会実務指針第24号」という）を適用しております。ヘッジ

有効性の評価は、小口多数の金銭債権債務に対する包括ヘッジについて以下の通り行っており

ます。 

① 相場変動を相殺するヘッジについては、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段

である金利スワップ取引等を一定の期間ごとにグルーピングのうえ特定し有効性を評価

しております。 

② キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動

要素の相関関係を検証し有効性を評価しております。 

（２）為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建その他有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジするため、事前にヘッジ対象

となる外貨建有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価以

上の直先負債が存在していること等を条件に包括ヘッジとして時価ヘッジを適用しております。 

 
  



重要な会計上の見積り 

会計上の見積りにより当事業年度に係る財務諸表にその金額を計上した項目であって、翌事業年度

に係る財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次の通りです。 

 

１．貸倒引当金 

（１）当事業年度に係る財務諸表に計上した額 

貸倒引当金 6,899百万円 

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

①算出方法 

「重要な会計方針」「５．引当金の計上基準」「（１）貸倒引当金」に記載しております。

なお、損失発生の可能性が高いと判断された信用リスクの特性が類似するポートフォリオに

おいては、予想損失額の必要な修正を行っております。ポートフォリオの損失発生の可能性

については、信用リスク管理の枠組みも活用し、外部環境の将来見込み等を踏まえて判断し

ております。 

具体的には、外部環境の将来見込み等を踏まえた損失発生のリスクが、期末日現在の与信先 

の内部格付や倒産実績等を基礎とした過去の損失率に反映しきれておらず、合理的な見積額 

が継続的に算定可能であり、かつ財務諸表に与える影響が大きい特定のポートフォリオ等に 

対して、貸倒引当金を追加計上しております。当該金額は、2,825百万円であります。 

②主要な仮定 

主要な仮定は、「内部格付の付与及びキャッシュ・フロー見積法に使用する与信先の将来

の業績見通し」及び「予想損失額の必要な修正等に使用する外部環境の将来見込み」であり

ます。 

 「内部格付の付与及びキャッシュ・フロー見積法に使用する与信先の将来の業績見通し」

は、与信先の業績、債務履行状況、業種特性や事業計画の内容及び進捗状況等に加え、事業

環境の将来見通し等も踏まえた収益獲得能力等に基づき設定しております。 

 「予想損失額の必要な修正等に使用する外部環境の将来見込み」は、マクロ経済シナリオ

や各種リスク発現の蓋然性を考慮の上設定しております。 

  当事業年度においては、通商産業政策等の動向及びその波及影響を踏まえたシナリオを用

い、将来発生すると見込まれるポートフォリオへの影響を見積り、総合的な判断を踏まえて

必要と認められる予想損失額を貸倒引当金として計上しております。なお、当該シナリオに

は米国における関税政策等の影響を考慮した事業環境見通し及び自動車関連サプライチェー

ンへの連鎖も踏まえた業績悪化懸念等を含んでおります。 

③翌事業年度に係る財務諸表に及ぼす影響 

国内外の景気動向、特定の業界における経営環境の変化等によっては、想定を超える新た

な不良債権の発生、特定の業界の与信先の信用状態の悪化、担保・保証の価値下落等が生じ、

与信関係費用の増加による追加的損失が発生する可能性があります。 

 

２．金融商品の時価評価 

（１）当事業年度に係る財務諸表に計上した額 

金融資産 55,916百万円 

金融負債 －百万円 

デリバティブ取引 28,567百万円 

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

①算出方法 

「（金融商品関係）」「２．金融商品の時価等に関する事項（注１）金融商品の時価の算



定方法」に記載しております。 

②主要な仮定 

主要な仮定は、時価評価モデルに用いるインプットであり、金利等の市場で直接又は間接

的に観察可能なインプットのほか、割引率等の重要な見積りを含む市場で観察できないイン

プットを使用する場合もあります。 

③翌事業年度に係る財務諸表に及ぼす影響 

市場環境の変化等により主要な仮定であるインプットが変化することにより、金融商品の

時価が増減する可能性があります。 

 

３．前払年金費用及び退職給付引当金 

（１）当事業年度に係る財務諸表に計上した額 

前払年金費用 73,221百万円 

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

①算出方法 

当行は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度や退職一時金制度を設けております。

前払年金費用及び退職給付引当金は、死亡率、退職率、割引率、年金資産の長期期待運用収

益率、予定昇給率など、いくつかの年金数理上の仮定に基づいて計算されております。 

②主要な仮定 

主要な仮定は、「年金数理上の仮定」であります。死亡率、退職率、割引率、年金資産の

長期期待運用収益率、予定昇給率など、いくつかの年金数理上の仮定に基づいて前払年金費

用及び退職給付引当金の金額を計算しております。 

③翌事業年度に係る財務諸表に及ぼす影響 

実際の結果との差異や主要な仮定の変更が、翌事業年度の財務諸表において前払年金費用

及び退職給付引当金の金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 
  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

１．関係会社の株式及び出資金総額 37,730百万円 

２．現金担保付債券貸借取引により受け入れている有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法

で自由に処分できる権利を有する有価証券で、再貸付けに供している有価証券は19,720百万円であ

ります。 

３．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次の通りであります。

なお、債権は、貸借対照表の貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金ならびに

支払承諾見返の各勘定に計上されるものならびに注記されている有価証券の貸付を行っている場合

のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。 

 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 78百万円 

危険債権額 7,575百万円 

要管理債権額 7,495百万円 

 三月以上延滞債権額 －百万円 

 貸出条件緩和債権額 7,495百万円 

小計額 15,148百万円 

正常債権額 2,578,427百万円 

合計額 2,593,576百万円 

 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立

て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。 

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、

契約に従った債権の元本の回収及び利息の受け取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及

びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。 

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸

出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権ならびに危険債権に該当しないものであります。 

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息

の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産

更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権ならびに三月以上延滞債権に該当しないものでありま

す。 

正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、破産更生債権及び

これらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権ならびに貸出条件緩和債権以外のものに区分さ

れる債権であります。 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

４．手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。これによ

り受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりま

すが、その額面金額は75百万円であります。 
  



５．担保に供している資産は次の通りであります。 

担保に供している資産  

貸出金 40,812百万円 

担保資産に対応する債務  

預金 2,910百万円 

借用金 25,000百万円 

上記のほか、為替決済の担保の代用として、「有価証券」98,720百万円を差し入れております。 

また、「その他の資産」には、保証金2,532百万円が含まれております。 

６．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受

けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付ける

ことを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は1,073,737百万円であります。

このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが806,618百万円

あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高その

ものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契

約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し

込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。

また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保の提供を受けるほか、契約後も定期

的にあらかじめ定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、

与信保全上の措置等を講じております。 

７．有形固定資産の減価償却累計額 21,263百万円 

８．有形固定資産の圧縮記帳額 778百万円 

９．元本補てん契約のある信託の元本金額は、金銭信託714,696百万円であります。 

10．関係会社に対する金銭債権総額 13,492百万円 

11．関係会社に対する金銭債務総額 40,564百万円 

12．銀行法第18条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。 

剰余金の配当をする場合には、会社法第445条第４項（資本金の額及び準備金の額）の規定にか

かわらず、当該剰余金の配当により減少する剰余金の額に５分の１を乗じて得た額を利益準備金と

して計上しております。 

当事業年度における当該剰余金の配当に係る利益準備金の計上額は、5,406百万円であります。 

13．銀行法施行規則第19 条の２第１項第３号ロ(10)に規定する単体自己資本比率（国際統一基準）

は30.86％であります。 

 

 

 
  



（損益計算書関係） 

１．関係会社との取引による収益 

資金運用取引に係る収益総額 454百万円 

役務取引等に係る収益総額 1,677百万円 

その他業務・その他経常取引に係る収益総額 32百万円 

関係会社との取引による費用 

資金調達取引に係る費用総額 3百万円 

役務取引等に係る費用総額 8,011百万円 

その他業務・その他経常取引に係る費用総額 157百万円 

その他の取引に係る費用総額 5,158百万円 

２.「減損損失」には、次のものを含んでおります。 

当行はお客さまの属性に応じた４つの部門に分類しておりましたが、2025年４月にお客さまの

属性の垣根を取り払い提案力を強化するため、コンサルティング部門、不動産部門、グローバル

マーケッツ部門、アセットマネジメント部門の４つの部門に改編するとともに、将来の収益計画

等の見直しを行いました。これを踏まえた結果、当行のコンサルティング部門に帰属するソフト

ウェア等の一部の投資額の回収が見込めなくなったことから減損損失を計上しております。 

上記減損損失は、11,365百万円（うち、ソフトウェア10,828百万円、その他の無形固定資産

537百万円）であります。 

当行は、上記４つの部門を独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位としております。 

上記資産グループの回収可能価額は、正味売却価額を使用しております。正味売却価額は資産

グループに帰属する資産の不動産鑑定評価等を用いた時価から処分見込額を控除して算定してお

ります。 

 
  



（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

信託銀行業を中心とする当行は、資金調達サイドにおいて取引先からの預金や市場調達等の

金融負債を有する一方、資金運用サイドにおいては取引先に対する貸出金や株式及び債券等の

金融資産を有しております。 

これらの業務に関しては、金融商品ごとのリスクに応じた適切な管理を行いつつ、長短バラ

ンスやリスク諸要因に留意した取組みを行っております。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

当行が保有する主な金融資産は、取引先に対する貸出金や、社債、株式などの有価証券です。

これらの金融資産は、貸出先や発行体の将来に亘る債務不履行等またはその可能性により、金

融資産の価値が減少又は消失し損失を被るリスク（信用リスク）、金利・株価・為替等の変動

により資産価値が減少し損失を被るリスク（市場リスク）及び、市場の混乱等で市場において

取引ができなくなる、又は通常より著しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより損

失を被るリスク（市場流動性リスク）に晒されております。 

また、金融負債として、主に預金により安定的な資金を調達しているほか、金融市場からの

資金調達を行っております。これらの資金調達手段は、市場の混乱や当行の財務内容の悪化等

により、必要な資金が確保できなくなり資金繰りがつかなくなる場合や、通常より著しく高い

金利で資金調達を余儀なくされることにより損失を被るリスク（流動性リスク）があります。 

このほか、当行が保有する金融資産・負債に係る金利リスクコントロール（ＡＬＭ）として、

金利リスクを共通する単位ごとにグルーピングした上で管理する「包括ヘッジ」を実施してお

り、これらのヘッジ（キャッシュ・フロー・ヘッジ又はフェア・バリュー・ヘッジの）手段と

して金利スワップ取引などのデリバティブ取引を使用しております。 

ＡＬＭ目的として保有するデリバティブ取引の大宗はヘッジ会計を適用し、繰延ヘッジによ

る会計処理を行っております。また、当該取引に関するヘッジの有効性評価は、回帰分析等に

よりヘッジ対象の金利リスク又は、キャッシュ・フローの変動がヘッジ手段により、高い程度

で相殺されることを定期的に検証することによって行っております。 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

① リスク管理への取り組み 

当行では、経営の健全性・安全性を確保しつつ企業価値を高めていくために、業務やリ

スクの特性に応じてそのリスクを適切に管理し、コントロールしていくことを経営上の最

重要課題の１つとして認識し、リスク管理態勢の整備に取り組んでおります。 

当行では、各種リスクの明確な定義、適切なリスク管理を行うための態勢の整備と人材

の育成、リスク管理態勢の有効性及び適切性の監査の実施等を内容とした、当行全体に共

通するリスク管理の基本方針を取締役会において制定しております。当行は、この基本方

針に則る様々な手法を活用してリスク管理の高度化を図る等、リスク管理の強化に努めて

おります。 

② 総合的なリスク管理 

当行では、当行が保有する様々な金融資産・負債が晒されているリスクを、リスクの要

因別に「信用リスク」、「市場リスク」、「流動性リスク」、「オペレーショナルリス

ク」、「レピュテーショナルリスク」、「モデルリスク」等に分類し、各リスクの特性に

応じた管理を行っております。 

また、各リスク単位での管理に加え、リスクを全体として把握・評価し、必要に応じて

定性・定量それぞれの面から適切な対応を行い、経営として許容できる範囲にリスクを制

御していく、総合的なリスク管理態勢を構築しております。 



具体的には、リスク単位ごとにリスクキャピタルを配賦し、リスク上限としてリスク制

御を行うとともに、当行全体として保有するリスクが当行の財務体力を超えないように経

営としての許容範囲にリスクを制御しております。当行は、この枠組みのもとで経営の健

全性を確保するためにリスクキャピタルの使用状況を定期的にモニタリングし、取締役会

等で報告をしております。 

③ 信用リスクの管理 

当行では、取締役会が信用リスク管理に関する重要な事項を決定しております。また、

経営政策委員会である「ＢＳリスクマネジメント委員会」や「クレジット委員会」におい

て、当行のクレジットポートフォリオ運営、与信先に対する取引方針等について総合的に

審議・調整を行っております。ＣＲＯは、信用リスク管理の企画運営に関する事項を所管

しております。与信企画部は、信用リスクの計測・モニタリングや信用リスク管理に係る

基本的な企画立案、推進等を行っております。審査担当は、審査に関する事項を所管し、

主に個別与信の観点から信用リスク管理を行っております。審査担当各部は、個別与信案

件に係る審査、管理、回収等を行っております。また、ＣＡＥは内部監査業務に関する重

要な事項を所管します。業務部門から独立した内部監査グループの業務監査部において、

信用リスク管理の適切性等を検証しております。 

信用リスクの管理方法としては、当行の事業戦略や財務戦略等に基づいた将来に亘る信

用リスクの計測結果が適正な水準にあることを確認し、「クレジットポートフォリオ管理」

レベルから「与信管理」レベルまで、トップダウンかつシームレスな管理を実施していま

す。具体的には、「クレジットポートフォリオ管理」レベルでは、信用リスクを保有する

前ないしは後に適切な対応をするために、信用リスク顕在化の可能性を統計的な手法等に

よって今後１年間に予想される平均的な損失額（＝信用コスト）、一定の信頼区間におけ

る最大損失額（＝信用ＶＡＲ）、及び信用ＶＡＲと信用コストとの差額（＝信用リスク量）

を計測し、保有ポートフォリオから発生する損失の可能性を管理しています。「与信管理」

レベルでは、信用リスクの顕在化により発生する損失を制御するために、お客さまの信用

状態の調査をもとに、与信実行から回収までの過程を個別案件ごとに管理しています。 

④ 市場リスクの管理 

当行では、取締役会が市場リスク管理に関する重要事項を決定しております。また、市

場リスク管理に関する経営政策委員会として「ＢＳリスクマネジメント委員会」を設置し、

ＡＬＭ運営・リスク計画・市場リスク管理に関する事項、マーケットの急変等緊急時にお

ける対応策の提言等、総合的に審議等を行っております。さらに、市場性業務に関しては、

フロントオフィス（市場部門）やバックオフィス（事務管理部門）から独立したミドルオ

フィス（リスク管理専担部署）を設置し相互に牽制が働く態勢としております。 

ＣＲＯは市場リスク管理の企画運営全般に関する事項を所管しております。リスク統括

部は、市場リスクのモニタリング・報告と分析・提言、諸リミットの設定等、市場リスク

管理に関する企画立案・推進を行っております。また、当行全体の市場リスク状況を把

握・管理するとともに、取締役会等に対し定期的に報告を行っております。 

市場リスクの管理方法としては、配賦リスクキャピタルに対応した諸リミット等を設定

し制御しております。なお、市場リスクの配賦リスクキャピタルの金額は、ＶＡＲとポジ

ションをクローズするまでに発生する追加的なリスクを対象としております。バンキング

業務については、ＶＡＲによる限度及び損失に対する限度を設定しております。また、バ

ンキング業務等については、必要に応じ、金利感応度等を用いたポジション枠を設定して

おります。 

このようにＶＡＲに加えて、取引実態に応じて１０ＢＰＶ（ベーシスポイントバリュー）

等のリスク指標の管理、ストレステストの実施、損失限度等により、ＶＡＲのみでは把握



しきれないリスク等もきめ細かく管理しております。 

当行は、特定取引勘定廃止による業務縮小に伴い、2021年10月以降トレーディング業務

における市場リスク量（ＶＡＲ）による管理を廃止しております。 

⑤ 市場リスクの状況 

ⅰ．バンキング業務 

当行のバンキング業務における市場リスク量（ＶＡＲ）の状況は以下の通りとなってお

ります。 

 

バンキング業務のＶＡＲの状況 

（単位：億円） 

 
当事業年度 

（自 2024年４月１日 
至 2025年３月31日） 

年度末日 43 

最大値 45 

最小値 6 

平均値 16 

 

【バンキング業務の定義】 

政策保有株式（政策的に保有していると認識している株式及びその関連取引）以外の取

引で主として以下の取引 

（ア）預金・貸出等及びそれに係る資金繰りと金利リスクのヘッジのための取引 

（イ）株式（除く政策保有株式）、債券、投資信託等に対する投資とそれらに係る市場

リスクのヘッジ取引 

なお、流動性預金についてコア預金を認定し、これを市場リスク計測に反映しており

ます。 

【バンキング業務のＶＡＲの計測手法】 

ＶＡＲ   ：ヒストリカルシミュレーション法 

定量基準  ：①信頼区間 片側99％ ②保有期間 １ヵ月 ③観測期間 ３年 

 

ⅱ．政策保有株式 

政策保有株式についても、バンキング業務と同様に、ＶＡＲ及びリスク指標などに基づ

く市場リスク管理を行っております。当事業年度末における政策保有株式のリスク指標

（株価指数TOPIX１％の変化に対する感応度）は9億円です。 

 

<ＶＡＲによるリスク管理> 

ＶＡＲは、市場の動きに対し、一定期間（保有期間）・一定確率（信頼区間）のもとで、

保有ポートフォリオが被る可能性のある想定最大損失額で、統計的な仮定に基づく市場リ

スク計測手法です。そのため、ＶＡＲの使用においては、一般的に以下の点を留意する必

要があります。 

・ＶＡＲの値は、保有期間・信頼区間の設定方法、計測手法によって異なること。 

・過去の市場の変動を基に推計したＶＡＲの値は、必ずしも実際の発生する最大損失額を

捕捉するものではないこと。 

・設定した保有期間内で、保有するポートフォリオの売却、あるいはヘッジすることを前

提にしているため、市場の混乱等で市場において十分な取引ができなくなる状況では、



ＶＡＲの値を超える損失額が発生する可能性があること。 

・設定した信頼区間を上回る確率で発生する損失額は捉えられていないこと。 

 

また、当行でＶＡＲの計測手法として使用しているヒストリカルシミュレーション法は、

リスクファクターの変動及びポートフォリオの時価の変動が過去の経験分布に従うことを

前提としております。そのため、前提を超える極端な市場の変動が生じやすい状況では、

リスクを過小に評価する可能性があります。 

当行では、ＶＡＲによる市場リスク計測の有効性をＶＡＲと損益を比較するバックテス

トにより定期的に確認するとともに、ＶＡＲに加えて、リスク指標の管理、ストレステス

トの実施、損失限度等により、ＶＡＲのみでは把握しきれないリスク等もきめ細かく把握

し、厳格なリスク管理を行っていると認識しております。 

⑥ 資金調達に係る流動性リスクの管理 

当行の流動性リスク管理態勢は、基本的に前述「④市場リスクの管理」の市場リスク管

理態勢と同様ですが、これに加え、グローバルマーケッツ部門長が資金繰り管理の企画運

営に関する事項を所管し、資金証券部が、資金繰り運営状況の把握・調整等を担い、資金

繰り管理に関する企画立案・推進を行っております。資金繰りの状況等については、定期

的に取締役会、監査等委員会、経営会議、社長および経営政策委員会に報告しております。 

流動性リスクの計測は、市場からの資金調達に関する上限額や流動性ストレステストに

おける資金余剰額等、資金繰りに関する指標を用いております。流動性リスクに関するリ

ミット等は、ＢＳリスクマネジメント委員会での審議を経て決定しております。さらに、

資金繰りの状況に応じた「平常時」・「懸念時」・「危機時」の区分、及び「懸念時」・

「危機時」の対応について定めております。これに加え、当行の資金繰りに影響を与える

緊急事態が発生した際に、迅速な対応を行うことができる態勢を構築しております。 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価の算定には、一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によ

った場合、当該価額が異なることもあります。 

 
  



２．金融商品の時価等に関する事項 

2025年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次の通りであります。な

お、市場価格のない株式等及び組合出資金等は、次表には含めておりません（（注2）参照）。ま

た、現金預け金、債券貸借取引支払保証金、譲渡性預金、コールマネー、信託勘定借は主に短期間

で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

（単位：百万円） 

 
貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

（１）買入金銭債権 13,268 13,268 - 

（２）金銭の信託 30,742 30,742 - 

（３）有価証券    

その他有価証券 301,502 301,502 - 

（４）貸出金 2,575,265   

貸倒引当金（＊１） △6,802   

 2,568,463 2,554,495 △13,967 

資産計 2,913,977 2,900,009 △13,967 

（１）預金 1,882,724 1,877,381 △5,342 

（２）借用金 495,000 495,000 - 

負債計 2,377,724 2,372,381 △5,342 

デリバティブ取引（＊２）    

ヘッジ会計が適用されていないもの 29,163  - - 

ヘッジ会計が適用されているもの (595) - - 

デリバティブ取引計 28,567 28,567 - 

（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

（＊２）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債

務となる項目については、（ ）で表示しております。 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

資 産 

（１）買入金銭債権 

買入金銭債権については、債権の性質上短期のもの等を除き、見積将来キャッシュ・フロー

の現在価値を時価としております。債権の性質上短期のもの等については、時価は簿価に近似

していることから当該帳簿価額を時価としております。 

 

（２）金銭の信託 

金銭の信託については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価とし

ております。 

なお、保有目的ごとの金銭の信託に関する注記事項については「（金銭の信託関係）」に記

載しております。 

 

（３）有価証券 

株式は取引所の価格、債券等は市場価格、投資信託は、公表されている基準価格等によって

おります。私募債は、内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金等の合計額を信用リスク等

のリスク要因を織込んだ割引率で割り引いて時価を算定しております。 



なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載し

ております。 

 

（４）貸出金 

貸出金については、主に貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合

計額を信用リスク等のリスク要因を織込んだ割引率で割り引いて時価を算定しております。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシ

ュ・フローの現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定して

いるため、時価は決算日における貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除し

た金額に近似しており、当該価額を時価としております。 

貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けてい

ないものについては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額に近似しているも

のと想定されるため、帳簿価額を時価としております。 

 

負 債 

（１）預金 

要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしてお

ります。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを

割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、市場金利を用いております。 

 

（２）借用金 

借用金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお

ります。 

 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引については、店頭取引であり、公表された相場価格が存在しないため、取引

の種類や満期までの期間に応じて割引現在価値法等の評価技法を利用して時価を算定しておりま

す。それらの評価技法で用いる主なインプットは、金利等であります。 

 

（注２）市場価格のない株式等及び組合出資金等の貸借対照表計上額は次の通りであり、金融商品の時

価情報の「資産（２）金銭の信託」及び「資産（３）その他有価証券」には含まれておりません。 

（単位：百万円） 

区分 貸借対照表計上額 

①市場価格のない株式等（＊１） 43,886 

②組合出資金等（＊２） 15,650 

 

（＊１）市場価格のない株式等には非上場株式等が含まれ、「金融商品の時価等の開示に関する適用

指針」（企業会計基準適用指針第19号 2020年３月31日）第５項に基づき、時価開示の対象

とはしておりません。 

（＊２）組合出資金等は主に匿名組合、投資事業組合、匿名組合出資を信託財産構成物とする金銭の

信託等であります。これらは「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第31号 2021年６月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

  ３．当事業年度において、減損処理はおこなっておりません。 

 
  



（有価証券関係） 

貸借対照表の「国債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「買入金銭債権」の一部が含ま

れております。 

 

１．売買目的有価証券（2025年３月31日現在） 

該当ありません。 

 

２．満期保有目的の債券（2025年３月31日現在） 

該当ありません。 

 

３．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（2025年３月31日現在） 

 貸借対照表計上額は次の通りであります。 

 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

子会社・子法人等株式 34,980 

関連法人等株式 2,750 

合計 37,730 

 上記の株式には、出資金を含めております。 

 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式は、全て市場価格がありません。 

 

４．その他有価証券（2025年３月31日現在） 

 種類 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
取得原価 

（百万円） 
差額 

（百万円） 

貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの 

株式 144,245 46,006 98,239 

債券 18,477 18,329 147 

社債 18,477 18,329 147 

その他 2,319 2,195 123 

買入金銭債権 - - - 

その他 2,319 2,195 123 

小計 165,042 66,531 98,511 

貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの 

株式 1,967 2,638 △671 

債券 134,034 134,403 △368 

国債 98,720 98,742 △21 

社債 35,313 35,660 △346 

その他 1,987 2,025 △37 

買入金銭債権 1,530 1,530 - 

その他 457 494 △37 

小計 137,990 139,067 △1,077 

合計 303,032 205,598 97,434 

 

（注）上表に含まれない市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額 

 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

市場価格のない株式等 8,105 

組合出資金 9,664 

合計 17,770 

 組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日）

第24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 



 

５．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日） 

該当ありません。 

 

６．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日） 

 
売却額 

（百万円） 
売却益の合計額 

（百万円） 
売却損の合計額 

（百万円） 

株式 23,474 15,981 980 

債券 100,549 7 9 

国債 99,976 7 － 

社債 573 － 9 

その他 － － － 

買入金銭債権 － － － 

その他 － － － 

合計 124,023 15,988 989 

 

７．減損処理を行った有価証券 

  売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該

有価証券の時価が取得原価（償却原価を含む。以下同じ）に比べて著しく下落しており、時価が取

得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計

上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」という）してお

ります。 

 当事業年度における減損処理額は、24百万円であります。  

 また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準を定めており、その概要は、原則として以

下の通りであります。 

・時価が取得原価の50％以下の銘柄 

・時価が取得原価の50％超70％以下かつ市場価格が一定水準以下で推移している銘柄 

 

（金銭の信託関係） 

１．運用目的の金銭の信託（2025年３月31日現在） 

該当ありません。 

 

２．満期保有目的の金銭の信託（2025年３月31日現在） 

該当ありません。 

 

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（2025年３月31日現在） 

 
貸借対照表 

計上額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

うち貸借対照表計
上額が取得原価を

超えるもの 
（百万円） 

うち貸借対照表計
上額が取得原価を

超えないもの 
（百万円） 

その他の金銭の信託 34,778 34,778 - - - 

（注）「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの」はそれ

ぞれ「差額」の内訳であります。 

 
  



（税効果会計関係） 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次の通りであります。 

 

繰延税金資産  

貸倒引当金 2,179百万円 

有価証券有税償却 3,661  

有価証券（退職給付信託拠出分） 12,763  

減価償却超過額及び減損損失 5,563  

その他有価証券評価差額 14  

その他 5,690  

繰延税金資産小計 29,874  

評価性引当額 △3,191  

繰延税金資産合計 26,682  

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額 △22,882  

前払年金費用 △23,079  

繰延ヘッジ損益 △2,945  

その他 △485  

繰延税金負債合計 △49,392  

繰延税金資産（負債）の純額 △22,710百万円 

 

（表示方法の変更） 

「減価償却超過額及び減損損失」は、重要性が増したことにより、当事業年度より独立掲記して

おります。 

 

２．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理 

当行は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び

開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税

の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理ならびに開示を行っております。 

 

３. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律（令和７年法律第13号）」が2025年３月31日に成立したこと

に伴い、2026年４月１日以後に開始する事業年度から「防衛特別法人税」の課税が行われることと

なりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の

30.62％から、2026年４月１日以後開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については

31.52％となります。この税率変更により、当事業年度の繰延税金負債は883百万円増加し、その他

有価証券評価差額金は653百万円減少し、繰延ヘッジ損益は84百万円減少し、法人税等調整額は145

百万円増加しております。 

 

 

 

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額 94.88銭

１株当たりの当期純利益金額 7.81銭

 
  



ご 参 考 

 

第155期末（2025年３月31日現在）信託財産残高表 

 

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 

 
（単位：百万円） 

資     産 金   額 負     債 金   額 

貸      出      金 483,868 金    銭     信    託 26,965,640 

有    価     証    券 50,504 年    金     信    託 4,133,433 

信   託   受   益   権 76,976,462 財 産 形 成 給 付 信 託 3,970 

受  託    有   価   証  券 428,982 投    資     信    託 25,371,001 

金    銭     債    権 13,985,754 金 銭 信 託 以 外 の 金 銭 の 信 託 2,431,339 

有  形   固   定   資  産 12,521,614 有 価  証  券  の  信 託 16,618,453 

無  形   固   定   資  産 347,129 金 銭  債  権  の  信 託 12,481,573 

そ   の   他   債   権 330,690 土 地 及 び そ の 定 着 物 の 信 託 249,259 

銀   行   勘   定   貸 950,946 包    括     信    託 18,350,589 

現   金   預   け   金 529,309 そ  の   他   の   信  託 0 

合     計 106,605,262 合     計 106,605,262 

注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．上記残高表には、金銭評価の困難な信託を除いております。 

３．信託受益権には、資産管理を目的として再信託を行っている金額74,354,350百万円が含まれております。 

４．共同信託他社管理財産 178,608百万円 

５．元本補てん契約のある信託の債権1,392百万円のうち破産更生債権及びこれらに準ずる債権額、危険債権額、三

月以上延滞債権額及び、貸出条件緩和債権額は、取扱残高はありません。 

 

（付）元本補てん契約のある信託（信託財産の運用のため再信託された信託を含む。）の内訳は次の通りであります。 

 

金銭信託   （単位：百万円）

資     産 金   額 負     債 金   額 

貸      出      金 1,392 元             本 714,696 

有    価     証    券 0 債 権  償  却  準  備 金 4 

そ      の      他 713,397 そ      の      他 88 

計 714,790 計 714,790 

注．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 


